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Ａ．研究目的 

がん対策基本法の成立をうけて策定され

た第 1 期がん対策推進計画基づき、がん相

談支援センターは全国のがん診療連携拠点

病院に整備された。現在、がん診療連携拠点

病院 393 施設、地域がん診療病院 43 施設

が指定されており、計 436 か所にがん相談

支援センターが整備されている。 

2018 年 3 月には第 3 期のがん対策推進

基本計画が策定され、がんゲノム医療、希少

がん・難治性がん、小児がん。AYA 世代の

がん、高齢者のがん医療の充実や、就労を含

めた社会的な問題への対応等に基づくがん

との共生などが重点課題として打ち出され

た。 

がん相談支援センターでは、これらのテ

ーマについて充実した相談対応ができるよ

うさらに体制整備が求められるところであ

る。 

がん相談支援センターの体制整備および

機能充実については、相談支援センター18

施設の聞き取り調査とがん診療連携拠点病

院の現況報告等のデータ分析から報告がな

されている。この報告から 8 年が経過し、

前述のようにがん相談支援センターはより

幅広いテーマで、より専門的な情報支援を

求められるよう社会のニーズは変化してい

る。 

このことをうけて、がん相談支援センタ

ーにおける相談支援の状況とその体制づく

りの実態について明らかにすることを目的

に調査研究を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

1. 研究デザイン：調査研究 

2．対象: がん診療連携拠点病院、地域がん

診療病院、小児がん診療連携拠点病院のが

ん相談支援センター 

3.データ収集方法: 

ア．がん相談支援センターのメーリングリ

研究要旨 

全国のがん相談支援センターの相談を対象として、がん相談支援センターの体制を明ら

かにすることを目的にアンケート調査を実施した。 

 分析の結果、4 つの類型が明らかになった。すなわち、「モデル型」「多対応薄組織

支援型」「医療連携中心の相談対応型」「少相談他業務型」である。これらの類型のう

ち、「多対応薄組織支援型」「医療連携中心の相談対応型」「少相談他業務型」は、課

題解決のために現状を分析して組織に働きかけ、組織から体制整備のための支援を引き

出していく必要があることが示唆された。今後さらに現状を明らかにしつつ、体制整備

のための支援を検討する必要がある。 
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ストを通じて、アンケート調査への協力依頼を

行った。 

イ．協力依頼には、研究の目的、方法、データの取

り扱い上の倫理的配慮、参加不参加の自由につ

いて明記した。 

ウ．アンケートの内容は施設ならびにがん相談支

援センターの概要、がんゲノム医療・妊孕性の

温存などテーマごとの相談対応の経験の有無、

相談支援の可否の印象、相談支援の課題などを

問うものとし施設単位の回答を求めた。 

エ．回答用紙はＷＥＢ上に掲載し、アクセスして

もらうことで回答を得た。 

オ．調査期間は 2019 年 10 月 25 日～2019 年 12

月 9 日であった。 

 

4. 分析方法 

ア．量的データは統計ソフト（エクセル統計）を使

って記述統計、因子分析を行った。なお、すべて

の施設から同一回答が得られた項目等を除外し、

39 項目で分析を行った。 

イ. 因子分析の結果から、因子 9 までを対象とし

てクラスター分析を行った。 

ウ．クラスター分析の結果から 8 施設を外れ値と

して除外し、クラスターA～D の 4 つのグルー

プを対象として χ２乗検定を行った。 

エ. 量的データの分析結果と因子分析結果から各

クラスターの特徴を分析した。 

オ．質的データをクラスターごとに類似したもの

をあつめてカテゴリー化し、各クラスターの特

徴の記述を補った。 

 

（倫理面への配慮） 

 神奈川県立がんセンターIRB において研究の承

認を得た。参加者には研究の目的、方法、データの

取り扱い上の倫理的配慮、参加不参加の自由を保

証し、アンケートの回答をもって参加の同意とみ

なした。データは、施設が特定されないよう取り

扱った 

Ｃ．研究結果 

1．アンケートの回収結果： 

有効回答数は 234 施設であった。全国には都道

府県がん診療連携拠点病院 51 施設、地域がん診療

連携拠点病院 393 施設、地域がん診療病院 43 施

設、小児がん拠点病院 15 施設があり、国立がん研

究センター2 病院を加え、9 施設の重複をさけ母数

を 495 施設とし、回答率は 47.3％であった。 

 施設のがん診療拠点病院としての施設認定の種

別の回答数、回答率は表 1 に示す。 

 

2．因子分析の結果について： 

因子分析による固有値スクリープロットを図１

に示した。主成分負荷量 0.5 以上の項目を含む成

分を 9 つ抽出し、それらの主成分負荷量を表 2（主

成分 1～9）に示した。主成分負荷量の図は成分ご

とに図 2 として示した。 

これらの結果から、共通因子・独自因子を推定

した結果を図 3 に示した。共通因子は「院内・院

外連携」「広報」「主たる顧客への対応」「組織から

の人的支援」「組織方針」「組織からの要請」「治療

や症状への相談対応力」「役割と実態の乖離」「専

門性の高い職種からのサポート」とした。 

 

3．クラスター分析の結果について： 

 クラスター分析結果から図 4 のように 5 つのク

ラスターに分類した。なお、クラスターE は外れ

値とし、クラスターA～D をその後の分析対象と

した。各クラスターのサンプル数と地域分布は表

3 のとおりである。クラスターと各項目間の関連

は χ２乗検定で検証し、結果を表 4 に示す。 

 

4. 各クラスターの特徴について： 

 各クラスターは、「中心的な担当業務」、「病院機

能」、「病床規模」、「相談員の配置状況」「相談件数」

「専門的なテーマごとの相談対応経験」「専門的な

テーマへの相談対応可能感覚」に特徴が認められ
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た。クラスターの特徴の詳細は以下のとおりであ

る。 

 

1) クラスターA 

クラスターの中で、中心的な業務として「がん

治療に関する相談」をあげた施設の割合が高く（図

5）、大学病院が多い傾向にあり（図 6）、病床規模

が大きな施設が多い（図 7）。がんゲノム医療に関

して認定施設となっている施設の割合も高い（図

8）。人的な環境が厚く、「専任（その他）」の職員

が配置されており、「兼任（看護師）」「兼任（福祉

職）」各 2 人以上配置されている施設がクラスター

の約半数の施設に上る。「兼任（心理職）」「兼任（そ

の他）」の配置も他のクラスターよりも充実してい

る傾向にある（表 5）。相談件数も多く（表 6）、専

門的なテーマに関する相談対応経験も多い（表7）。

専門的なテーマのほとんどの項目で「対応可能と

感じる」という施設の割合が高い（表 8）。 

共通因子を主軸にクラスターA の特徴を述べる

と、「院内・院外の連携体制」が充実しており、「専

門性の高い職種からのサポート」があり、相談支

援センターにつながるような「広報」が充実し、

「組織方針」が明確であるといえる。「モデル型」

と名付けることができる。 

 

2) クラスターB 

中心的な業務は、同様の比率で「がん治療に関

する相談」「医療連携」「精神的な相談」があげられ

ている（図 5）。総合病院が多く（図 6）、人的には

「専従（看護師）」「専任（看護師）」「専任（その

他）」の配置が厚いが、「兼任（看護師）」「兼任（福

祉職）」の配置は薄い傾向にある（表 5）。 

相談件数はクラスターA に続いて多く（表 6）、

専門的なテーマの相談対応経験も多い（表 7）。し

かし、専門的なテーマのほとんどの項目で「対応

可能と感じる」という施設の割合が低い（表 8）。 

共通因子を主軸にクラスターB の特徴を述べる

と、「組織方針」と「組織からの人的支援」「組織か

らの要請」の整合性がなく、「広報」を通じて多数

の相談者からのアクセスがある一方で、必要な組

織の支援が得られていないといえる。「多対応薄組

織支援型」と名付けることができる。 

 

3) クラスターC 

中心的な業務として「医療連携」を挙げる施設

の割合が高い（図 5）。クラスターA に続いて大学

病院の割合が高く（図 6）、病床規模もクラスター

A に続いて大きい傾向にある（図 7）。人的配置は、

「専従（福祉職）」「専任（福祉職）」兼任（福祉職）」

など福祉職の配置が厚い傾向にある（表 5）。相談

件数は多い方ではなく（表 6）、専門的なテーマに

関する相談対応経験もテーマによって対応経験が

ない施設が 50％弱出ている（表 7）。一方、専門的

なテーマのほとんどの項目で「対応可能と感じる」

という施設の割合が、クラスターA に続いて高い

（表 8）。 

共通因子を主軸にクラスターC の特徴を述べる

と、「組織からの要請」により医療連携を中心とし

た業務を遂行し、「治療や症状への相談対応力」が

低いながら、「院内・院外連携」「組織からの人的支

援」「専門性の高い職種からのサポート」を力とし

て対応しているといえる。「医療連携中心の相談対

応型」と名付けることができる。 

 

4) クラスターD 

中心的な業務として「がん治療に関する相談」

を挙げた施設の割合が最も低い（図 5）。総合病院

の割合が最も高いこと（図 6）、病床規模が小さい

傾向にあること（図 7）、「専従（看護職）」2 人以

上配置の施設がなく、他のクラスターに比べて専

従の人員の配置が薄い傾向にある（表 5）。相談件

数は最も少なく（表 6）、専門的なテーマの相談対

応経験（表 7）、テーマごとの「対応可能と感じる」

施設の割合（表 8）も共に最も低い。 

 共通因子を主軸にクラスターD の特徴を述べる

と、「自施設の主たる顧客への対応」が中心で、相
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談支援センターとしての「役割と実態の乖離」が

生じているといえる。「少相談他業務型」と名付け

ることができる。 

 

5．質的データからの各クラスターの特徴の分析 

結果： 

「相談支援を可能にしていることまたは課題」に

ついての自由記載内容から、必要な体制について

記述しているものを抽出し、クラスター別に内容

が類似したもの集めてカテゴリー化し、結果を表

9 として示した。 

各クラスターにおいて「可能にしていること」

「課題」双方に記述があり共通に上げられた内容

は 3 項目あった。「相談員の研鑽」「リソースとの

連携体制」である。一方、課題としてクラスターA

では「質評価」が、クラスターB では「組織的な支

援」「物理的な環境整備」が、クラスターCでは「量

的・質的マンパワーの確保」「相談支援センターの

広報」があげられた。これらは、前述のクラスター

別の特徴を裏付けた。 

 

Ｄ．考察 

  研究の結果、相談支援センターの体制について、

4 つの特徴的な類型（「モデル型」「多対応薄組織支

援型」「医療連携中心の相談対応型」「少相談他業

務型」）を見出した。これらは、現状を反映した類

型ととらえることができる。 

この結果を、相談支援センターの体制の充実に

活用する観点で考察する。 

 

1) 各クラスターの体制整備の方向性について 

 「モデル型」を除く、3 つのクラスターではそれ

ぞれの体制整備のために、分析結果から取り組み

の方向性が示唆されている。すなわち、クラスタ

ーB では組織的な体制整備の支援を組織から引き

出すこと、クラスターC では医療連携業務との折

り合いを見つけ組織体制を調整すること、クラス

ターD では医療的な相談に応える人的な体制を整

えることが次の一歩になると考えられる。 

 これらの相談支援センターの体制整備には、組

織を動かす力が必要である。そのために相談員が

現状を分析し、説明する力を持つことが求められ

る。さらに現状を把握し、必要に応じて制度のあ

り方の検討するとともに、相談員の組織運営の力

を支えることが必要と言える。 

 

2) 各クラスターは、「モデル型」に変化していく

段階にある可能性について 

 クラスターA（モデル型）は、より専門的な相談

対応が可能となる体制としてモデルとできる類型

であるといえる。しかしながら、モデル型が最初

からそのような体制あったわけではなく、段階を

追って変化してきたことは推測できる。 

 クラスターBCD は、モデル型に変化していく前

の段階として現れている可能性もあり、今後はク

ラスターA がどのような過程で現在の体制に至っ

たのかを明らかにし、体制の充実への取り組みの

ヒントを得ていくことがもとめられると考える。 

 

3) クラスターに共通の相談支援センターが目指 

す体制について 

 いずれのクラスターも「相談員の研鑽」「リソー

スとの連携体制」を目指し取り組んでいることが

今回の研究結果から明らかになった。相談支援セ

ンターが対応することを求められているテーマは

多岐にわたり、年々その範囲は広がっている。相

談員が研鑽することはもちろんだが、相談支援セ

ンターがオールマイティに情報支援を担当するの

ではなく、院内・院外に連携先を構築し、専門家か

らのサポートを得る体制を共通に目指している現

状にあることが浮き彫りになったといえる。 

 しかしながら、このような体制づくりについて、

実践知が明らかになっているわけではない。組織

の規模や地域の状況も異なる中で、今後は体制構

築のための実践知を明らかにする必要があると考

える。 
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Ｅ．結論 

がん相談支援センターを対象とした相談支援体

制の実態についてのアンケート調査から、4 つの

類型を見出した。4 つの類型は、「モデル型」「多対

応薄組織支援型」「医療連携中心の相談対応型」「少

相談他業務型」である。 

「モデル型」は、発展段階を示している可能性

があり、今後はその変化を明らかにして、相談支

援の充実に活かすことが必要である。 

 

本研究は、アンケート調査によりがん専門相談

員の主観での評価をデータとしているため、客観

性に限界がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表  

1. 論文発表 2. 学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 2. 実用新案登録 3.その他 

なし 
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図１ 因子分析による固有値スクリプロット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１ アンケート回答施設のがん診療連携拠点病院の認定の内訳 

＊小児がん拠点病院は、一部他のがん拠点病院と重複 

343



 

 

 

 

 

表２ 主成分負荷量行列（回転後） 
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図２-１ 主成分１主成分負荷量 

図２-３ 主成分３主成分負荷量  

 

図２-２ 主成分２主成分負荷量 

   図２-４ 主成分４主成分負荷量 
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図２-５ 主成分５主成分負荷量          

 

図２-７ 主成分７主成分負荷量          

図２-６ 主成分６主成分負荷量 

 

図２-８ 主成分８主成分負荷量 
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図２-９ 主成分９主成分負荷量 
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図３ 因子分析からの共通因子と独自因子の推定 
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図４ クラスター分析による樹形図と階層およびクラスターの分類 
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表 4 クラスター間におけるχ2乗検定結果 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 各クラスターのサンプル数と施設所在地域 
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図５ クラスター別 中心的な担当業務の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ クラスター別 病院機能ごとの施設割合 
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図７ クラスター別 病床規模ごとの施設割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ クラスター別 がんゲノム医療に関する施設認定の割合 
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表５ クラスター別 相談員配置状況 

 

表６ クラスター別 年間相談件数が 1200 件以上ある施設割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表７ クラスター別 相談対応経験がある施設の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表８ クラスター別 相談対応が可能と感じる施設割合 
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表９ クラスターごとの自由記載内容 
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